
　今、公営ギャンブルの払戻金をめぐって注目される刑事裁判が行われていることが判りました。弁護人・被告人は争っていますが、12月10日にも大阪地裁は結審予定とも伝えられています。係属部、開廷時間、法廷は当日午前9時半には正面玄関で公表されます。
　この件は、当会の会報でもかねて問題視していた事案で、公営ギャンブルが抱える本質的な矛盾（法の建前と現実の遊離）により、公営ギャンブルが「犯罪の巣」になっていることを国の国税局や検察庁が自ら示す結果になっているものです。
　時局柄、この問題を井上弁護士が解説します。
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ギャンブルと「脱税犯罪の常態」
弁護士　井上　善雄　
　会報２号掲載の会員寄稿「公営賭博と税金―ギャンブルは『脱税』の巣」に予想されていたとおり、刑事犯罪が立件されました。
　2012年11月29日～30日の各紙は、競馬の払戻金を一時所得として申告せず3年間で5.7億円の脱税をしたとして、大阪国税局と大阪地検が一体捜査によって立件起訴した所得税法違反事件の第1回公判を紹介しています。
　これは、被告人が2007～2009年にわたり、28.7億円の資金を投じ、約30億円の当たり払戻金を受けていた件です。どう考えるべきか判断に迷う事案です。被告人はハズレ券の総購入費を一応全て「経費」と考えているようです。しかし検察官の考えは、経費について勝って払戻金を得た当該レースだけに限るとし、差額の5.7億円が所得であり、これを申告せずに脱税したとして、2011年2月起訴していたのです。
　しかし、被告人や弁護人は、2004年以来払戻金を含め馬券購入に繰り返し投じており、このような馬券購入により実質的に所得の脱税はないし、これまで損をした馬券の購入費を払戻金の利益から引かないという所得計算は不当であると主張しています。
　形式的に所得税法を厳格に解すると、1回ずつの馬券購入の結果における50万円を超える収入が所得税としての課税対象となり、他のレースのハズレ購入代金一切は「その所得を得るために支出した金額」にはあたらないことになります。
　そうすると、大穴の出たレースや多数の馬券を購入して払い戻しを受けて50万円以上の差額が出た場合は全て一時所得となり、これを所得申告しなければ無申告で所得税法違反の「脱税犯」になるのです。しかし、国税局や公営賭博の払戻当局も税務申告まではほとんどチェックできていないのではないかと会報2号で指摘したのでした。
　今回の被告人側によると、競馬の儲けは株や投信にもつぎ込んでリーマンショックで損をしており、実質的にはほとんど年間所得は残っていないといいます。しかし、これらの損失も考慮されず、払戻金の単年度計算で5.7億円もの収益があったとして被告人が立件されたようです。
　こんな灰色の刑事立件を生む公営賭博こそ罪作りです。もし厳しく課税をしていたなら、公営賭博で1回でも50万円以上を儲けた者は申告しない限り脱税立件を覚悟しておかなければなりません。万馬券は現に出ているし、所得税法違反者は多いのです。もし公営ギャンブルから脱税問題をなくすなら、払戻金から購入券を引いた額が50万円を超えれば、払戻金で源泉徴収する必要があるでしょう。なのに何故それをしないのでしょうか。払戻金が100万円以上あっても、名も控えません。実際に50万円以上勝つ客は少なく、ほとんどの客が損をしているし、税務申告するような客はほとんどおらず、そのために税務署や払戻金職員の人件費が無駄というのでは、スピード違反が少ないところでは警察官の配置費用が反則金を上回るからと取締をしないという論理と同じになってしまいます。
　以前私が国税局の担当者に聴くと、「年単位で総払戻金から総購入金を計算して申告してくれればそれでよい」と言っていました。広報担当の税務署員ですらこう説明する一方で、こんな事件を立件しているのもペテンです。
　所得税法の解釈を厳正にすると、公営賭博では1ゲームで「万券」が当たり50万円以上を得た者は、申告しないと申告義務違反として脱税犯。全国にある公営ギャンブルでは50万円以上の払戻金も数多くあり、つまり公営ギャンブルは脱税犯を日常的に生むシステムであるといえる。こんなところでの犯罪を日常に生むのもギャンブル被害です。
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